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別府市建設工事契約に係る最低制限価格制度試行要領  

 

制定 平成２１年６月１２日 

別府市告示第１８７号 

改正 平成２１年９月２８日 

別府市告示第２９４号 

平成２３年５月３１日 

別府市告示第１９５号 

平成２５年３月２９日 

別府市告示第  ８０  号 

平成２６年３月２５日 

別府市告示第  ９９  号 

平成２８年３月３１日  

別府市告示第１４１号  

平成２９年３月３１日  

別府市告示第１４８号  

平 成 ３ １ 年 ４ 月 １ 日 

別府市告示第１７４号  

令 和 元 年 ９ 月 ２ 日 

 別府市告示第３５９号  

令 和 ４ 年 ３ 月 ８ 日 

 別 府 市 告 示 第 ７ ３ 号 

令 和 ４ 年 ５ 月 ２ ４ 日 

 別府市告示第２６８号  

 

 （趣旨）  

第１条 この要領は、市が一般競争入札又は指名競争入札（以下「競争入

札」という。）により建設工事（建設業法（昭和２４年法律第１００号）

第２条第１項に規定する建設工事をいう。）の請負契約（以下「建設工事

契約」という。）を締結しようとする場合における最低制限価格制度の実

施に関し、必要な事項を定めるものとする。  
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 （定義）  

第２条 この要領において最低制限価格制度とは、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号）第１６７条の１０又は第１６７条の１０の２第

２項（同令第１６７条の１３において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、契約内容に適合した履行がされないおそれがあると認めるときの

数値的判断基準の額を設け、又は契約内容に適合した履行を確保するた

めに特に必要があると認めるときに最低制限価格を設け、落札者を決定

する制度をいう。  

 （対象となる入札）  

第３条 最低制限価格制度の対象となる競争入札は、予定価格が１３０万

円を超える建設工事契約とする。ただし、契約担当者が最低制限価格制

度を採用する必要がないと認める場合は、この限りでない。  

 （最低制限基準価格の設定）  

第４条 契約担当者は、最低制限価格制度を採用する競争入札を実施する

場合は、最低制限基準価格（以下「基準価格」という。）を設定する。  

２ 基準価格は、予定価格算出の基礎となった次に掲げる額の合計額に、

１００分の１１０を乗じて得た額とする。ただし、その額が予定価格の

１０分の９．２を超える場合は予定価格に１０分の９．２を乗じて得た

額とし、予定価格の１０分の７．５に満たない場合は予定価格に１０分

の７．５を乗じて得た額とする。  

 (1) 直接工事費の額に１０分の９．７を乗じて得た額  

 (2) 共通仮設費の額に１０分の９を乗じて得た額  

 (3) 現場管理費の額に１０分の９を乗じて得た額  

 (4) 一般管理費の額に１０分の６．８を乗じて得た額  

３ 前項の規定にかかわらず、契約担当者が特に必要と認める場合は、予

定価格に１０分の７．５から１０分の９．２までの範囲内で契約担当者

が定める割合を乗じて得た額を基準価格とすることができる。  

 （最低制限価格制度に係る審査の実施）  

第５条 契約担当者は、基準価格を下回る入札が行われた場合は、最低制

限価格制度に係る審査を実施するものとする。  

 （最低制限価格の算定）  
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第６条 前条に規定する場合において、同条の審査を実施するために、最

低制限価格を算定する。ただし、有効な入札の全てが基準価格を下回る

場合は、最低制限価格の算定を行わない。  

２ 最低制限価格は、予定価格の制限の範囲内の有効な入札について平均

入札価格（消費税及び地方消費税を含まない。）を算出し、その算出額に

補正値を乗じて得た額（１，０００円未満の端数が生じたときは、これ

を切り捨てた額）に１００分の１１０を乗じて得た額とする。ただし、

その額が基準価格を上回る場合は、基準価格を最低制限価格とする。  

３ 前項の補正値は、１０分の９とする。  

４ 第２項の規定により算定した最低制限価格は、その決定後に入札の無

効があった場合においても変更しない。  

 （落札者の決定）  

第７条 前条第１項の規定により最低制限価格を算定した場合は、予定価

格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって有効な入札

をした者のうち、最低の価格をもって入札したものを落札者とする。  

 （有効な入札の全てが基準価格を下回る場合の取扱い）  

第８条 第６条第１項ただし書に規定する場合において、契約内容に適合

した履行がされないおそれがあるかどうかを判定するための数値的判

断基準の額を算定する。 

２ 前項の判断基準の額は、予定価格算出の基礎となった次の各号に掲げ

る経費の額に当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。  

 (1) 直接工事費 １００分の９０  

 (2) 共通仮設費 １００分の８０  

 (3) 現場管理費 １００分の８０  

 (4) 一般管理費 １００分の３０  

３ 第６条第１項ただし書に規定する場合において、有効な入札をした者

の見積もった前項各号に掲げる経費の額のいずれかが同項の規定により

算定した判断基準の額を下回るときは、契約内容に適合した履行がされ

ないおそれがあるものと判断し、競争入札の落札者としない。  

４ 第６条第１項ただし書に規定する場合は、前項の規定により競争入札

の落札者にしないとされた者を除いた者のうち、最低の価格をもって入
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札をしたものを落札者とする。  

５ 第３項に規定する判定は、別府市建設工事積算内訳書取扱要領（平成

２１年別府市告示第２９３号）第３条の規定により提出された積算内訳

書により行うものとする。  

 （競争入札参加者への周知等）  

第９条 契約担当者は、競争入札を実施する場合に最低制限価格制度を採

用するときは、当該競争入札が最低制限価格制度を採用する競争入札で

あることを公告又は指名通知書等に明記するとともに、次に掲げる事項

の周知に努めるものとする。  

 (1) 基準価格を定めていること。  

 (2) 基準価格を下回る入札を行った者は、最低の入札価格を提示した者

であっても、必ずしも落札者とならない場合があること。  

 (3) 有効な入札の全てが基準価格を下回る場合は、最低制限価格を算定

せず、当該入札をした者が見積もった直接工事費、共通仮設費、現場

管理費及び一般管理費の額と判断基準の額を比較し、いずれかの額が

判断基準の額を下回るときは、当該競争入札の落札者としないこと。 

 （委任）  

第１０条 この要領に定めるもののほか、建設工事契約に係る最低制限価

格制度に関し必要な事項は、市長が別に定める。  

   附 則  

 この要領は、告示の日から施行し、同日以後に入札公告又は指名通知を

する競争入札に付する建設工事から適用する。  

   附 則（平成２１年９月２８日告示第２９４号）  

 （施行期日）  

１ この要領は、告示の日から施行する。  

 （経過措置）  

２ 改正後の別府市最低制限価格制度試行要領は、この要領の施行の日以

後に入札公告又は指名通知をする競争入札に付する建設工事から適用

し、この要領の施行の日前に入札公告又は指名通知をした競争入札に付

する建設工事は、なお従前の例による。  

   附 則（平成２３年５月３１日告示第１９５号）  
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 （施行期日）  

１ この要領は、平成２３年６月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ 改正後の別府市最低制限価格制度試行要領は、この要領の施行の日以

後に入札公告又は指名通知をする競争入札に付する建設工事から適用

し、この要領の施行の日前に入札公告又は指名通知をした競争入札に付

する建設工事は、なお従前の例による。  

附 則（平成２５年３月２９日告示第８０号）抄  

 （施行期日等）  

１ この要領は、平成２５年４月１日から施行し、同日以後に入札公告又

は指名通知をする建設工事に関する業務委託契約から適用する。  

   附 則（平成２６年３月２５日告示第９９号）  

 この要領は、平成２６年４月１日から施行する。  

   附 則（平成２８年３月３１日告示第１４１号）  

 この要領は、平成２８年４月１日から施行し、改正後の第４条第２項の

規定は、同日以後に入札公告又は指名通知をする競争入札に付する建設工

事から適用する。  

   附 則（平成２９年３月３１日告示第１４８号）  

 この要領は、平成２９年４月１日から施行し、改正後の第４条第２項の

規定は、同日以後に入札公告又は指名通知をする競争入札に付する建設工

事から適用する。  

   附 則（平成３１年４月１日告示第１７４号）  

 この要領は、告示の日から施行し、改正後の第４条第２項及び第３項の

規定は、同日以後に入札公告又は指名通知をする競争入札に付する建設工

事から適用する。  

   附 則（令和元年９月２日告示第３５９号）  

 この要領は、令和元年１０月１日から施行する。  

   附 則（令和４年３月８日告示第７３号）  

 この要領は、令和４年４月１日から施行し、改正後の第４条第２項の規

定は、同日以後に入札公告又は指名通知をする競争入札に付する建設工事

から適用する。  
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   附 則（令和４年５月２４日告示第２６８号）  

 この要領は、令和４年６月１日から施行し、改正後の第８条第２項の規

定は、同日以後に入札公告又は指名通知をする競争入札に付する建設工事

から適用する。  

 


